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カーボンニュートラルに向けた需要側の役割
家庭部門での省エネの重要性

　2025年2月に決定された地球温暖化対策計画では、将来削減すべきエネルギー起源二酸化炭
素の部門別排出量の目安が示されました。
　エネルギー需給モデルを活用した定量分析を専門とし、政府のエネルギー政策に多くの提言を
続けてきた筆者は、発電部門における取り組みと同様に産業・家庭・業務・運輸という需要側の
削減取り組みが重要と指摘しています。中でも、削減割合が大きい家庭部門の対策の現状と課題
について、国際比較も交え、わかりやすく解説します。

2
0
2
5
年
2
月
18
日
、
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
と
地
球

温
暖
化
対
策
計
画
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
同
日
、
日
本
政
府

は「
Ｎ
Ｄ
Ｃ
／
国
が
決
め
る
貢
献（
温
室
効
果
ガ
ス［
G
H
G
］の
削
減

目
標
）」を
国
連
に
提
出
し
、
２
０
１
３
年
度
比
で
２
０
３
５
年
度
、

２
０
４
０
年
度
そ
れ
ぞ
れ
に
60
％
、
73
％
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
削
減
を
目
指

す
と
し
て
い
る
。
同
目
標
は「
排
出
削
減
と
経
済
成
長
の
同
時
実
現
」

を
図
り
な
が
ら「
着
実
に
２
０
５
０
年
の
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
を
目
指
す
」

道
筋
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
。
実
現
に
向
け
、
産
業
の
国
際
競
争
力
強

化
と
国
民
生
活
を
支
え
る
観
点
で
、
低
廉
か
つ
低
炭
素
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
安
定
供
給
が
議
論
さ
れ
て
い
る
。

日
本
の
温
暖
化
対
策
と
し
て
、
発
電
部
門
に
お
け
る
再
エ
ネ
導

入
な
ど
の
議
論
が
広
く
行
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
と
等
し
く
産
業
・

家
庭
・
業
務
・
運
輸
と
い
っ
た
需
要
側
の
取
り
組
み
が
重
要
で
あ

る
。
こ
れ
は
、
日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
国
内
供
給
に
占
め
る
産

業
・
民
生
・
運
輸
部
門
等（
以
降
、
需
要
部
門
）の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
の
割
合
が
66
％（
2
0
2
2
年
度
）と
大
き
い
こ
と
か
ら
も
わ
か

る
だ
ろ
う
。

需
要
部
門
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
削
減
に
向
け
た
対
策
と
し
て
は
、
①
省

エ
ネ
ル
ギ
ー（
以
下
、
省
エ
ネ
）の
推
進
、
そ
し
て
需
要
部
門
に
お
い

て
も
活
用
す
る
②
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
非
化
石
転
換
が
求
め
ら
れ
る
。

一般財団法人 日本エネルギー経済研究所　土
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井
い

 菜
な お こ
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温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
と

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
と

需
要
側
の
役
割

需
要
側
の
役
割

省
エ
ネ
と
は
、
大
き
く
次
の
２
つ
に
分
け
ら
れ
る
。

●
技
術
の
効
率
改
善（Energy Efficiency
）

家
庭
で
の
断
熱
材
の
高
性
能
化
や
白
熱
灯
か
ら
L
E
D
へ
の
切

り
替
え
、
鉄
鋼
プ
ロ
セ
ス
で
の
高
効
率
炉
の
導
入
な
ど
、
技
術

の
更
新
に
よ
っ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
量
を
削
減
す
る
こ
と
で

あ
る
。 

●
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
節
約（Energy Saving, Energy Conservation

）

行
動
の
変
化
に
よ
っ
て
無
駄
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
を
控
え
る

こ
と
で
あ
り
、
例
え
ば
使
わ
れ
て
い
な
い
部
屋
の
照
明
を
消
す

こ
と
や
、
夏
場
に
エ
ア
コ
ン
の
温
度
設
定
を
変
え
る
こ
と
も
含

ま
れ
る
。

す
な
わ
ち
、
省
エ
ネ
と
は
技
術
と
行
動
の
変
化
と
い
う
2
つ
の
側

面
か
ら
成
り
立
つ
。
そ
し
て「
合
理
的
」か
つ「
効
果
的
」に
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
無
駄
を
抑
制
し
効
率
化
す
る
こ
と
が
省
エ
ネ
と
し
て
求
め
ら

れ
る
こ
と
で
あ
る
。

需
要
部
門
で
の
非
化
石
転
換
と
は
発
電
部
門
で
の
再
エ
ネ
利
用
な

ど
と
等
し
く
重
要
で
あ
る
。
例
え
ば
、
自
動
車
の
燃
料
に
つ
い
て
、

ガ
ソ
リ
ン
に
バ
イ
オ
マ
ス
由
来
の
エ
タ
ノ
ー
ル
を
混
合
す
る
こ
と
で

も
一
部
化
石
燃
料
の
非
化
石
転
換
が
進
展
す
る
。
家
庭
で
の
屋
根
置

き
太
陽
光
の
設
置
な
ど
も
需
要
側
で
の
非
化
石
転
換
と
し
て
重
要
で

あ
る
。

産
業
部
門
で
は
、
ボ
イ
ラ
ー
に
お
け
る
燃
料
の
バ
イ
オ
マ
ス
活
用

や
低
・
高
温
の
熱
の
電
化
が
そ
れ
に
相
当
す
る
。
そ
し
て
素
材
の
効

率
的
利
用
、
バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
転
換
、
そ
し
て
建
築
物
や
イ
ン



【図1】 【表1】
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フ
ラ
に
か
か
わ
る
建
設
部
門
に
お
け
る
素
材
の
効
率
的
利
用
と
い
う

観
点
で
、
鉄
の
需
要
や
セ
メ
ン
ト
需
要
を
節
減
し
、
結
果
的
に
は

「
省
資
源
」と
な
る
。

以
下
で
は
、
と
り
わ
け
G
H
G
の
削
減
に
お
い
て
、
削
減
割
合

が
大
き
い
家
庭
部
門
に
つ
い
て
対
策
の
現
状
と
今
後
に
関
し
て
検
討

す
る
。

地
球
温
暖
化
対
策
計
画
で
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出
削
減
率
が
２
０
３
０
年
度

で
２
０
１
３
年
度
比
66
％
と
大
き
い
家
庭
部
門【
表
１
】に
つ
い
て
、

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
状
況
を
国
際
比
較
と
と
も
に
用
途
別
に
み

て
み
る
。

国
別
で
は
、
暖
房
用
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
が
相
対
的
に
大
き
い
が
、

国
際
比
較
に
よ
る
と
、
日
本
の
暖
房
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
間
欠
運
転
・

部
分
暖
房
を
行
っ
て
お
り
、
ほ
か
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
よ
り
消
費
量
が

小
さ
い
。
一
方
、
欧
州
・
米
国
な
ど
で
は
暖
房
用
途
と
し
て
活
用
さ

れ
る
の
が
セ
ン
ト
ラ
ル
ヒ
ー
テ
ィ
ン
グ
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン

ス
、
英
国
、
米
国
で
は
そ
れ
ぞ
れ
日
本
の
４
～
５
倍
大
き
い
水
準
で

あ
る
。
逆
に
機
器
普
及
の
高
さ
か
ら
照
明
・
家
電
の
需
要
は
全
体
に

占
め
る
割
合
が
大
き
い
こ
と
が
わ
か
る【
図
１
】。

家
庭
部
門
の
機
器
の
耐
用
年
数
は
10
～
15
年
程
度
、
ま
た
住
宅
の

構
造
な
ど
は
、
耐
用
年
数
が
30
～
50
年
、
あ
る
い
は
そ
れ
以
上
と
長

い
た
め
、
大
幅
な
技
術
の
入
れ
替
え
に
時
間
を
要
す
る
。
こ
の
点
が

省
エ
ネ
に
よ
る
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
達
成
に
向
け
た
高
い
障

壁
で
あ
る
。

将
来
的
に
日
本
の
家
庭
部
門
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
は
ど
の

程
度
増
加
し
、
ま
た
そ
こ
か
ら
ど
の
程
度
省
エ
ネ
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要

の
節
減
に
貢
献
し
得
る
の
か
。
以
下
で
は
、
家
庭
部
門
の
２
０
５
０

年
に
お
け
る
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
省
エ
ネ

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
試
算
結
果
に
よ
り
、
こ
の
点
を
検
討
す
る
。

本
分
析
で
は
、
現
状
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
改
善
ペ
ー
ス
が
こ
れ
ま

で
と
同
じ
ペ
ー
ス
で
維
持
さ
れ
る「
①
Ｂ
Ａ
Ｕ（Business A

s U
sual

／
現
状
維
持
）ケ
ー
ス
」、
新
築
住
宅
に
お
い
て
す
べ
て
の
世
帯
が

ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ハ
ウ
ス
と
な
る「
②
Ｚ
Ｅ
Ｈ（N

et 
Zero Energy H

ouse

／
エ
ネ
ル
ギ
ー
収
支
を
ゼ
ロ
以
下
に
す
る

家
）ケ
ー
ス
」、
そ
し
て
残
り
の
世
帯
に
お
い
て
、
機
器
の
置
き
換
え

時
に
す
べ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
が
最
良
の
も
の
と
な
る「
③
省
エ
ネ

ケ
ー
ス
」を
試
算
し
、
②
と
③
を
合
わ
せ
て『
超
省
エ
ネ
の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
』と
し
て
分
析
し
た
。

超
省
エ
ネ
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
で
、
２
０
５
０
年
に
家
庭
部
門
の
み

で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
に
お
け
る
太
陽
光
の
貢
献
も
含
め
、
Ｂ
Ａ
Ｕ
比
33
％
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
節
減
と
な
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｈ
ケ
ー
ス
の
み
で
は
Ｂ
Ａ
Ｕ
比
が

19
％
減
、
残
り
の
機
器
置
き
換
え
時
の
省
エ
ネ
が
14
％
減
と
な
る
。

省
エ
ネ
以
外
で
残
さ
れ
た
電
力
を
す
べ
て
非
化
石
電
源
で
賄
っ
て

も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
が
残
る
。
こ
れ
は
、
現
在
ガ
ス
で
賄
っ
て
い

る
暖
房
や
給
湯
用
の
需
要
を
電
化
、
ま
た
は
ガ
ス
の
メ
タ
ネ
ー
シ
ョ

ン
化（
都
市
ガ
ス
の
主
成
分
で
あ
る
天
然
ガ
ス
を
C
O
2

と
水
素
で
合

成
さ
れ
る
ｅ
‒
メ
タ
ン
で
置
換
す
る
こ
と
）を
必
要
と
す
る
。
こ
の
よ

家
庭
部
門
に
着
目

家
庭
部
門
に
着
目

世帯あたり用途別エネルギー消費量の国際比較（単位：GJ/世帯・年）

出典：国土交通省（2022）「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方（第三次報告案） 及び建築基準制度のあり方（第四次報告案）について
（参考資料）住環境計画研究所作成」https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001487466.pdf

GJ（ギガ・ジュール）/世帯・年（2次エネルギー換算）

日本（2018）

ドイツ（2017）

フランス（2017）

英国（2017）

米国（2015）

暖房 冷房 給湯 調理 家電 照明・家電 その他照明

80706050403020100

311121117

58111137 2 6

48831 25 1

54812934

822416735

※米国の「その他」は、
　調理・照明・家電を含む

地球温暖化対策計画におけるエネルギー起源CO₂排出の部門別目安（単位：百万t-CO₂）

出典：環境省（2025）「地球温暖化対策計画」　https://www.env.go.jp/content/000290552.pdf

2040年度
（2013年度比）

2030年度
（2013年度比）2013年度実績

エネルギー起源CO₂

　  産業部門

　  業務その他部門

　  家庭部門

　  運輸部門

　  エネルギー転換部門

360-370
(▲70-71%)
180-200
(▲57-61%)
40-50

(▲79-83%)
40-60

(▲71-81%)
40-80

(▲64-82%)
10-20

(▲81-91%)

677 
(▲45%)
289

(▲38%)
115

(▲51%)
71

(▲66%)
146 
(▲35%)
56

(▲47%)

1,235

463

235

209

224

106
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う
に
、
省
エ
ネ
・
電
化
・
非
化
石
転
換
の
あ
ら
ゆ
る
手
段
を
総
動
員

す
る
こ
と
で
、
家
庭
部
門
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
化（
C
O
2

排

出
ゼ
ロ
）が
２
０
５
０
年
に
可
能
と
な
る【
図
２
】。

超
省
エ
ネ
の
分
析
結
果
に
つ
い
て
、
２
０
５
０
年
断
面
を
抽
出
し
、

【図２】

【図３】

家庭部門のエネルギー需要見通し（単位：Mtoe/石油換算メガトン）

出典：筆者推計

Mtoe

家庭部門における超省エネの効果（単位：Mtoe）

出典：筆者推計

技
術
別
の
省
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
太
陽
光
に
よ
る
貢
献
は
除
き
、

【
図
３
】に
示
す
。
図
が
示
す
と
お
り
、
大
分
類
で
は
、
①
機
器
の
省
エ

ネ
が
7
·
7 

M
t
o
e（
石
油
換
算
メ
ガ
ト
ン
）と
最
大
で
、
②
断
熱
の

省
エ
ネ
が
1
·
2 

M
t
o
e
と
な
り
、
こ
れ
に
③
H
E
M
S
の
省
エ
ネ

が
1
·
1 

M
t
o
e
と
続
く
。
機
器
の
省
エ
ネ
の
う
ち
、
冷
暖
房
に
よ

る
省
エ
ネ
が
3
·

17 

M
t
o
e
と
大
き
い
。
こ
れ
は
、
窓
や
外
壁
な
ど

の
断
熱
性
能
を
向
上
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
冷
暖
房
機
器
の
容
量
を

小
さ
く
で
き
る
こ
と
が
省
エ
ネ
に
寄
与
し
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
給
湯

の
省
エ
ネ
に
つ
い
て
は
ガ
ス
給
湯
器
の
効
率
改
善
以
外
に
、
ガ
ス
か
ら

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯
器
へ
の
転
換
も
効
率
改
善
に
寄
与
す
る
。

 

上
記
分
析
か
ら
得
ら
れ
る
と
お
り
、「
断
熱
性
能
の
向
上
と
エ
ア

コ
ン
の
容
量
」の
関
係
に
つ
い
て
こ
こ
で
は
指
摘
し
た
い
。

消
費
者
が
エ
ア
コ
ン
を
購
入
す
る
際
、
機
種
ご
と
に
目
安
と
し
て
、

部
屋
の
広
さ（
畳
数
）を
元
に
選
択
す
る
場
合
が
多
い
。
し
か
し
な
が

ら
、
住
宅
の
断
熱
性
能
や
使
用
用
途
に
よ
っ
て
は
畳
数
に
合
わ
せ
て

選
定
す
る
場
合
は
、
部
屋
の
冷
暖
房
に
求
め
ら
れ
る
エ
ア
コ
ン
の
能

力
よ
り
も
大
き
な
容
量
の
機
器
が
選
ば
れ
る
傾
向
が
あ
る
。
畳
数
と

エ
ア
コ
ン
容
量
の
対
応
関
係
は
、
１
９
６
４
年
に
設
定
さ
れ
た
も
の

で
、
い
わ
ば
無
断
熱
の
住
宅
に
お
け
る
エ
ア
コ
ン
容
量
を
想
定
し
た

も
の
で
あ
る
。
畳
数
の
み
を
参
照
し
エ
ア
コ
ン
を
選
択
し
た
場
合
、

最
適
運
転
が
で
き
ず
、
電
力
消
費
を
無
駄
に
使
用
す
る
場
合
が
あ
る
。

建
築
研
究
所
※
１
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、
年
間
の
暖
房
に
か

か
わ
る
電
力
消
費
は
、
18
·
1
畳
の
部
屋
を
想
定
し
た
場
合
、
最
も

断
熱
性
能
が
低
い
S
55
基
準（
１
９
８
０
年
基
準
）の
電
力
消
費
は

H
11
基
準（
１
９
９
９
年
基
準
）と
比
較
す
る
と
、
3
倍
程
度
の
電
力

消
費
が
大
き
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
同
調
査
で
は
、

H
11
基
準
の
断
熱
性
能
に
適
合
し
た
住
宅
の
暖
房
需
要
の
う
ち
、

85
％
が
０
〜
２
kW
程
度
の
エ
ア
コ
ン
容
量
で
賄
え
る
。
し
か
し
S
55

基
準
の
住
宅
に
お
い
て
は
37
％
の
暖
房
需
要
が
エ
ア
コ
ン
容
量
０
〜

２
kW
で
賄
う
一
方
、
残
り
の
63
％
は
4
kW
以
上
と
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
結
果
を
示
し
て
い
る
。

例
え
ば
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
カ
タ
ロ
グ
※
２
に
よ

る
と
、
最
良
水
準
の
２
kW
の
エ
ア
コ
ン
に
よ
る
暖
房
の
期
間
消
費
電

力
は
５
７
８
kWh
で
年
間
の
電
気
代
は
１
万
５
６
０
０
円
で
あ
る
も
の

が
、
4
kW
の
エ
ア
コ
ン
で
は
期
間
消
費
電
力
が
年
間
で
１
０
６
６
kWh
、

電
気
代
は
２
万
８
８
０
０
円
と
、
そ
の
差
は
84
％
に
上
る
。

消
費
者
と
し
て
、
適
切
な
情
報
収
集
を
行
い
断
熱
性
能
や
冷
暖
房

に
必
要
な
部
屋
の
容
量（
面
積
×
高
さ
）、
そ
し
て
部
屋
の
方
角
を
考

慮
し
た
エ
ア
コ
ン
機
種
の
選
択
を
行
う
こ
と
が
省
エ
ネ
に
大
き
く
寄

与
※
３
す
る
。

新
築
の
み
な
ら
ず
、
既
存
住
宅
に
お
い
て
も
断
熱
性
能
の
向
上
が

重
要
で
あ
る
。
光
熱
費
の
節
減
の
み
な
ら
ず
、
高
断
熱
住
宅
は
快
適

性
の
向
上
や
そ
の
ほ
か
温
度
差
が
少
な
い
こ
と
に
よ
る
健
康
効
果
も

報
告
さ
れ
て
お
り
、
副
次
的
便
益
を
考
慮
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、
日
本
に
お
い
て
は
、
住
宅
の
省
エ
ネ
改
修
に
か
か
わ
る
潤
沢

な
助
成
が
準
備
さ
れ
て
い
る
。※
４ 

窓
や
外
壁
な
ど
の
省
エ
ネ
性
能
向
上

家
庭
部
門
で
の
対
策
と
は
？

家
庭
部
門
で
の
対
策
と
は
？
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に
加
え
、
エ
ア
コ
ン
や
給
湯
器
の
高
効
率
化
に
向
け
て
も
補
助
金
が
準

備
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
所
得
税
の
控
除
も
準
備
さ
れ
て
お
り
、

持
ち
家
に
お
け
る
省
エ
ネ
性
能
が
適
合
し
た
場
合
、
所
得
税
控
除
や
固

定
資
産
税
控
除
が
受
け
ら
れ
る
な
ど
、
包
括
的
な
措
置
※
５
が
あ
る
。

諸
外
国
に
お
い
て
も
家
庭
部
門
の
省
エ
ネ
は
重
要
な
政
策
課
題
で

あ
る
。
気
候
変
動
対
策
と
し
て
の
み
な
ら
ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障

対
策
と
し
て
も
重
要
で
あ
る
。
例
え
ば
欧
州
で
は
先
に
見
た
と
お
り
、

暖
房
需
要
の
割
合
が
大
き
い
。
特
に
ガ
ス
比
率
が
大
き
い
た
め
、
ロ
シ

ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
を
受
け
た
ガ
ス
価
格
の
高
騰
を
受
け
、
家
庭
部

門
へ
の
光
熱
費
負
担
が
例
え
ば
ド
イ
ツ
な
ど
で
は
、
２
０
２
２
年
冬
に

は
前
年
の
81
％
増
に
な
る
と
い
う
事
態
が
生
じ
た
。※
６

ド
イ
ツ
で
は
、
２
０
２
３
年
に
お
け
る
家
庭
部
門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
の
う
ち
、
都
市
ガ
ス
需
要
が
全
体
の
約
39
％
を
占
め
る
。※
７
こ

れ
ら
は
ガ
ス
ボ
イ
ラ
ー
を
用
い
給
湯
や
暖
房
用
に
用
い
ら
れ
る
が
、

ボ
イ
ラ
ー
の
効
率
改
善
に
加
え
て
、
電
力
で
稼
働
す
る
ヒ
ー
ト
ポ
ン

プ
に
転
換
す
る
こ
と
や
、
地
域
熱
供
給
源
と
し
て
、
バ
イ
オ
マ
ス
や

水
素
な
ど
へ
の
転
換
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

な
お
、
暖
房
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
節
減
に
は
高
断
熱
化
が
特
に
重
要
で

あ
り
、
断
熱
性
能
の
低
い
住
宅
と
高
断
熱
住
宅
と
で
は
、
光
熱
費
が

約
3
倍
異
な
る
と
い
う
分
析
※
８
も
あ
る
。【
図
４
】は
欧
州
で
活
用
さ
れ

る「Energy Perform
ance C

ertificate

（
Ｅ
Ｐ
Ｃ
）」と
呼
ば
れ
る
性

【図5】

【図４】

Energy Performance Certificate：英国の例

出典：https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/
　　   attachment_data/file/5996/2116821.pdf

住宅の省エネ性能と光熱費の違い

出典：IEA (2022). Energy Efficiency 2022.

諸
外
国
の
取
り
組
み

諸
外
国
の
取
り
組
み

能
評
価
で
、
住
宅
と
建
築
物
の
省
エ
ネ
性
能
を
最
も
効
率
的
な
A
ラ

ン
ク
か
ら
、
最
も
非
効
率
的
な
G
ラ
ン
ク
ま
で
7
段
階
で
評
価
す
る

も
の
で
あ
る
。
英
国
の
例
を
活
用
し
、
２
０
１
９
年
夏
時
点
の
年
間

光
熱
費
と
２
０
１
９
〜
２
０
２
２
年
の
間
に
世
界
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー

価
格
の
高
騰
を
受
け
た
影
響
を
、
B
か
ら
G
ラ
ン
ク
で
比
較
す
る
。

新
築
住
宅
で
の
高
断
熱
化
は
も
ち
ろ
ん
で
あ
る
が
、
住
宅
ス
ト
ッ

ク
の
大
宗
を
古
い
建
物
が
占
め
る
欧
州
に
お
い
て
は
、
既
存
住
宅
の

省
エ
ネ
改
修
に
お
い
て
高
断
熱
化
を
進
め
る
こ
と
や
、
既
存
住
宅
の

売
買
・
賃
貸
に
際
し
て
断
熱
性
能
を
把
握
す
る
こ
と
が
消
費
者
に
求

め
ら
れ
る
。

欧
州
で
は
、
住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
を
ラ
ベ
ル
化
し
て
消
費
者
に
対
し

Ｅ
Ｐ
Ｃ
を
活
用
し
た
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
る
。
E
P
C
の
取
得
は
、

新
築
時
、
大
規
模
改
修
時
、
売
却
時
、
賃
貸
時
に
オ
ー
ナ
ー
が
建
築
士

を
通
し
て
行
う
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
賃
貸
物
件
の
場
合
は
オ
ー

ナ
ー
が
E
P
C
を
取
得
し
、
不
動
産
事
業
者
か
ら
借
り
手
に
対
し
て
提

示
さ
れ
る
。
不
動
産
売
買
の
場
合
は
新
た
な
所
有
者
に
よ
る
取
得
が
求

め
ら
れ
る
。

【
図
５
】は
英
国
に
お
け
る
Ｅ
Ｐ
Ｃ
の
例
で
あ
る
。
A
～
G
で
示
さ

れ
る
住
宅
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
に
関
す
る
評
価
以
外
に
も
、
照
明
、

暖
房
、
給
湯
に
か
か
わ
る
年
間
光
熱
費
と
省
エ
ネ
対
策
後
の
費
用
の

変
化
、
そ
し
て
、
取
る
べ
き
対
策
の
推
奨
を
行
っ
て
い
る
。

※
１ 

建
築
研
究
所「
平
成
28
年
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
準
に
準
拠
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
評
価
に
関
す
る
技

術
情
報（
住
宅
）」

※
２ https://seihinjyoho.go.jp/catalog/archive.htm

l?d=20250601

※
3 

電
力
中
央
研
究
所
が
エ
ア
コ
ン
容
量
の
算
定
ツ
ー
ル
を
公
表
し
て
い
る
。

　
　

 https://criepi.denken.or.jp/asst/

※
４ 

住
宅
省
エ
ネ2025

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

　
　

  https://jutaku-shoene2025.m
lit.go.jp/

※
5 https://w

w
w

.m
lit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000017.htm

l

※
６ https://w

w
w

.cleanenergyw
ire.org/new

s/heating-costs-germ
any-increased-81-percent-

2022-analysis#

※
７ https://www.iea.org/countries/germ

any/efficiency-dem
and#how-does-the-residential-sector-in-

germ
any-use-energy

※
８ https://iea.blob.core.w

indow
s.net/assets/7741739e-8e7f-4afa-a77f-49dadd51cb52/

EnergyEffi
ciency2022.pdf
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土ど

い井 

菜な

お

こ

保
子

一
般
財
団
法
人　

日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所

 

環
境
ユ
ニ
ッ
ト
担
任
補
佐 

研
究
理
事

◎
日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所
に
お
け
る
主
な
業
務

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
モ
デ
ル
を
活
用
し
た
定
量
分
析

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
ラ
ン
ス
表
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
統
計

・
I
E
E
J
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク
な
ど
多
数
の
モ
デ
ル
分
析
に
従
事

・
日
本
と
海
外
に
お
け
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
動
向
に
通
じ
、
政
府
の
省
エ
ネ
小
委
員
会
・

Ｗ
G
へ
の
提
言
の
ほ
か
、
Ｗ
G
の
委
員
を
拝
命

◎
略
歴

2
0
0
4
年　

京
都
大
学
大
学
院
地
球
環
境
学
舎
地
球
環
境
学
専
攻
博
士（
後
期
）課
程
編
入
学

2
0
1
1
年　

同
上
修
了　

地
球
環
境
学
博
士

1
9
9
8
年　

日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所 

政
策
予
測
研
究
グ
ル
ー
プ 

専
門
研
究
員

2
0
0
4
年　

同 

ア
ジ
ア
太
平
洋
エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
セ
ン
タ
ー 

主
任
研
究
員 

2
0
0
8
年　

同 

計
量
分
析
ユ
ニ
ッ
ト 

需
給
分
析
・
予
測
グ
ル
ー
プ 

主
任
研
究
員

2
0
1
1
年　

同 

地
球
環
境
ユ
ニ
ッ
ト 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
グ
ル
ー
プ 

主
任
研
究
員

2
0
1
3
年　

同 

地
球
環
境
ユ
ニ
ッ
ト 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
グ
ル
ー
プ 

研
究
主
幹

2
0
1
5
年　

同 

地
球
環
境
ユ
ニ
ッ
ト 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
グ
ル
ー
プ 

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー 

2
0
2
5
年　

現
職

Ｅ
Ｐ
Ｃ
は
消
費
者
に
対
す
る
情
報
提
供
の
み
な
ら
ず
、
規
制
の
指

標
と
し
て
も
活
用
さ
れ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
と

ウ
ェ
ー
ル
ズ
で
は
、
省
エ
ネ
性
能
が
低
い
等
級
F
と
G
の
物
件
は
賃

貸
を
禁
止
す
る
規
制
が
２
０
２
０
年
か
ら
導
入
さ
れ
て
い
る
。
本
規

制
は
、
す
で
に
賃
貸
を
行
っ
て
い
る
物
件
と
今
後
賃
貸
す
る
予
定
が

あ
る
物
件
の
オ
ー
ナ
ー
に
対
し
て
適
用
さ
れ
る
も
の
で
、
Ｖ
Ａ
Ｔ

（Value A
dded Tax

／
付
加
価
値
税
）を
含
み
３
５
０
０
ポ
ン
ド
を

上
限
と
し
た
断
熱
改
修
な
ど
の
対
策
が
求
め
ら
れ
る
。
さ
ら
な
る
深

掘
り
と
し
て
、
２
０
３
０
年
ま
で
に
等
級
を
C
ま
で
向
上
さ
せ
る
規

制
導
入
が
現
在
検
討
中
で
あ
る
。
規
制
強
化
を
見
越
し
て
、
英
国
で

は
賃
貸
を
目
的
と
し
た
不
動
産
売
買
の
う
ち
、
等
級
A
～
C
物
件
の

売
買
が
２
０
２
０
年
以
前
は
30
％
程
度
で
あ
っ
た
の
が
、
２
０
２
２

年
に
は
50
％
ま
で
拡
大
す
る
な
ど
影
響
が
表
れ
て
い
る
。

フ
ラ
ン
ス
で
も
同
様
に
、
Ｅ
Ｐ
Ｃ
の
等
級
に
応
じ
た
賃
貸
禁
止
が

導
入
さ
れ
て
お
り
、
２
０
２
５
年
に
は
等
級
G
が
禁
止
、
２
０
２
８

年
に
は
等
級
F
以
下
、
２
０
３
４
年
に
は
等
級
E
以
下
の
賃
貸
が
禁

止
と
な
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
性
能
の
高
い
等
級
A

と
B
が
全
体
の
わ
ず
か
5
％
を
占
め
る
の
み
で
あ
り
、
等
級
D
～
G

の
割
合
が
全
体
の
70
％
を
占
め
る
こ
と
か
ら
、
対
策
が
急
務
と
な
っ

て
い
る
。
こ
う
し
た
厳
格
な
対
応
は
賃
料
の
高
騰
に
も
つ
な
が
り
か

ね
ず
、
特
に
低
所
得
者
層
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
。
フ
ラ
ン
ス
政

府
は
、
住
宅
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
診
断
を
低
価
格
で
提
供
し
、
小
さ
い
投

資
で
大
き
な
省
エ
ネ
効
果
が
得
ら
れ
る
対
策
の
助
言
を
行
う
と
と
も

に
、
所
得
水
準
に
応
じ
た
補
助
金
の
提
供
に
よ
り
、
断
熱
改
修
や
窓

の
交
換
、
そ
し
て
暖
房
設
備
の
更
新
を
促
し
て
い
る
。

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
、
住
宅
・

建
築
物
に
お
け
る
C
O
2

の
削
減
は
、
使
用
段
階
の
C
O
2

排
出
の

み
な
ら
ず
、
建
設
か
ら
解
体
に
至
る
ま
で
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体

に
お
け
る
C
O
2

排
出
削
減
が
必
要
で
あ
る
。
省
エ
ネ
と
し
て
実
施

さ
れ
る
の
は
住
宅
・
建
築
物
の
使
用
に
か
か
わ
る
排
出「
①
オ
ペ

レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
・
カ
ー
ボ
ン
」で
あ
り
、
こ
れ
に
加
え
て
建
設
・
維

持
管
理
・
解
体
段
階
で
の
C
O
2

排
出「
②
エ
ン
ボ
デ
ィ
ー
ド
・
カ
ー

ボ
ン
」の
削
減
が
必
要
と
な
る
。
①
と
②
を
合
わ
せ
住
宅
・
建
築
物

の
材
料
生
産
か
ら
建
設
、
使
用
段
階
、
そ
し
て
解
体
ま
で
に
至
る

「
③
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
C
O
2

排
出
削
減
」に
向
け
、
欧
州
と
日

本
に
お
い
て
先
進
的
な
取
り
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

Ｅ
Ｕ
で
は
、
２
０
２
８
年
か
ら
一
定
規
模
以
上
の
新
築
建
築
物
に

対
し
て
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
地
球
温
暖
化
係
数
の
計
算
と
開
示

を
義
務
づ
け
る
こ
と
を
決
定
し
て
い
る
。
現
在
で
も
欧
州
で
は
す
で

に
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
C
O
2

排
出
を
規
制
し
て
い
る
。

日
本
に
お
い
て
も「
建
築
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
削
減

に
関
す
る
関
係
省
庁
連
絡
会
議
」が
設
立
さ
れ
、
２
０
２
８
年
度
か

ら
建
築
物
の
Ｌ
Ｃ
Ａ（Life C

ycle A
ssessm

ent

／
ラ
イ
フ
・
サ
イ

ク
ル
・
ア
セ
ス
メ
ン
ト
）の
計
算
と
報
告
を
行
う
制
度
開
始
を
目
指

す
基
本
構
想
が
決
定
さ
れ
て
い
る
。

エ
ン
ボ
デ
ィ
ー
ド
・
カ
ー
ボ
ン
と
は

エ
ン
ボ
デ
ィ
ー
ド
・
カ
ー
ボ
ン
と
は
??

今
後
に
向
け
て

今
後
に
向
け
て

省
エ
ネ
と
は
、
一
つ
ひ
と
つ
の
効
果
は
小
さ
い
も
の
の
、
全
体
と

し
て
大
き
な
効
果
を
発
揮
し
得
る
。
そ
し
て
行
動
変
容
は
機
器
の
交

換
な
ど
、
迅
速
に
取
り
組
め
る
た
め
、
緊
急
時
の
節
電
・
節
ガ
ス
対

策
と
し
て
効
果
を
発
揮
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
維
持
に

貢
献
し
て
い
る
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
家
庭
部
門
の

取
り
組
み
も
期
待
が
持
た
れ
る
が
、
実
現
に
は
、
技
術
的
な
効
率
改

善
と
と
も
に
省
エ
ネ
行
動
変
容
な
ど
、
取
り
得
る
べ
き
手
段
を
総
動

員
す
る
必
要
が
あ
る
。
技
術
の
更
新
に
は
10
〜
15
年
を
必
要
と
す
る

た
め
、
今
日
の
選
択
が
今
後
15
年
影
響
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ

の
点
で
、
消
費
者
に
期
待
さ
れ
る
の
は
、
ラ
ベ
ル
な
ど
の
情
報
を
適

切
に
活
用
す
る
と
と
も
に
、
潤
沢
な
助
成
措
置
・
税
控
除
な
ど
の
経

済
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
対
し
て
も
情
報
を
活
用
し
た
適
切
な
選
択
が

求
め
ら
れ
る
。


